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融合している点にあります。アジ

アと融和していくことが日本の課

題解決を促進すると考えるのです。

もうひとつ、少子化対策の意味

合いを込め「Three Income -

ThreeKids」という考え方を提示

しました。高齢世代から若年世代

への資産移転を促し、共働きの２

つの勤労所得に資産所得を加えた

Three Incomeで、３人の子どもを

育てていける社会にしていこうと

いう提案です。これは、日本の最

大の課題とも言うべき少子化に対

しても効果が期待できるものと考

えます。若い世代の所得がなかな

か上がらない中、次の世代を育て

ていくことに、企業も社会ももっ

と関心を持つべきだと思います。

2008年度は、消費問題委員会と

して活動を行っていきます。最近

の消費者庁設置をめぐる動向につ

いては、規制強化や大きな政府を

指向することにならないか、注視

が必要です。構造改革や成長政策

の大きな流れを止めてはならない

という観点から、この問題も議論

していくつもりです。また、消費

活性化には、政策として若年層の

可処分所得を家族形成できるくら

いの水準にしていくことが有効だ

と考えています。

成熟した資本主義社会において

は、GDPに占める個人消費の割合

が６～７割にも達するようになり

ます。それは、少品目大量生産の産

業主導社会から、消費が経済を牽

引する消費主導社会への移行を意

味します。消費者は従来のモノの

価値や機能以外の“somethingelse”

を求めるようになり、企業はまっ

たく新しい価値や機能を提供する

ことで需要を創造する必要があり

ます。こうした消費主導の経済社

会にあっては、消費の活性化なく

して成長は考えられません。

個人消費は、日本経済にとって

最も重要なテーマでありながら、

課題が多岐にわたり議論の難しい

テーマでもあります。多少苦労を

した面はありますが、提言では、

消費低迷の要因となっている国民

の不安払拭のために政府がすべき

ことと企業がすべきこと、消費を

喚起する新たな市場の発掘、世界

の需要を取り込むための訪日外国

人の増加という４つの論点を提起

することができました。

提言を通じて特に訴えたかった

ことのひとつが、「オールトータル

で開かれた国にしよう」というこ

とです。アジアなどから企業に来

てもらい、そこで外国人が働き、

日本で家族形成できる方向にもっ

ていくべきです。観光、留学にと

どまらず、訪日外国人を全体とし

て増やしていくことが、消費活性

化だけでなく日本経済全般に良い

影響を与えると思います。米国の

強さの源泉のひとつは、多民族が

子育てができる国にすること、
開かれた国にすることが大事
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